資料1のモデルケース及び資料2の委員会報告書案について、労働側委員は次の意見を述べた。

・３つのパターンについて、前回申し上げた意見から変わっていないが、何らかの前進あるものとしてまとめるために、各論の議論は行いながら整理していきたい。

・地方公共団体を超えた交渉権限の一元化の可否について、パターンⅠとⅡを分けて、括弧書きの協議機関の具体例はパターンⅠに入れ、パターンⅡからは取るという高橋委員の意見書については、ⅠとⅡに分けることは良い。ただし、パターンⅠの「協議機関」という表記は「交渉・協議機関」としていただきたい。

・資料1のP3～4、「当局に応諾義務がある事項」中、パターンⅡとⅢは同じ表現になっているが、Ⅱ案では義務付けるまでもなく当然のことという趣旨だろうし、Ⅲ案は当局に義務付けることを問題にしてのことで、それぞれ趣旨やニュアンスが違い、そこは明確になるよう表現にすべきだ。

・同じくP5、「4.参考指標の調査と公表・意見表明」中、パターンⅡの欄では「調査・公表を実施する」については、ＷＧでも一致していないことから空白にすべき。　

・Ｐ６の「労使交渉の透明性の向上」の中で、Ⅱ案とⅢ案の欄が同じだ。分ける意味で「代表者、発言者、全員のいずれか」を「例えば代表者とする」にしてはどうか。また、「6.不当労働行為救済」中で、パターンⅢ「～でも基本的には対応可能だが」は、足りない部分があるわけで、削除を希望する。

・P8の「苦情処理」について、自律的労使関係制度のもとで、組合を排除して当局のみが苦情処理を行うことはあり得ないことから、「当局のみで」は削除すべき。新人事評価制度においても、申し立てる個人を組合が支える必要などもあり、この姿勢は問題。

・モデル全体の考え方について。Ⅱ案が労使交渉を「最大限」尊重となっているが、「最大限」は取るべき。これが最大限尊重しているとは思えない。

・資料2のP92、「５　第三者機関のあり方」の最初のポツに「労使交渉が過度に政治化しないため」とあるが、「過度に政治化」とは一体どういう意味か。「政治化」という意味は理解できない。

　使用者側委員からは次のような意見があった。

・地方公共団体の交渉システムについて、自治体を超えた交渉の一元化とその制度化については実態を見ると難しい。大きな団体が自治体の権限を拘束するかのようなイメージもあり、文言を削除すべきだ。

・便益と費用について、各パターンごとに結びつけて整理してはどうか。

・より国民に分かりやすくするために、「おわりに」の「便益・費用について」を、「さらに具体的に便益・費用について」と補強して欲しい。

　これらの意見に対し、今野座長が再度検討し、次回に示すこととなった。

　ほかに、公益委員から、「日本の公務においては、決して成熟した労使関係にない。Ⅰ～Ⅲ案まで論理的にはやってきたが、実態を踏まえた検証はしていない。一足飛びに協約締結権を付与するのでなく、より現実的な選択肢もいるのではないか」「交渉プロセスの透明性について、交渉を公開することもあり得ることを入れていただきたい」との意見が出されたが、座長及び労働側委員からの強い反論があり、文言の変更は行われないことになった。

　最後に、次回を最終回とし、意見を踏まえて報告書を取りまとめたいとの座長の意向を受け、閉会した。
